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兵庫県内市町の平成２０年度決算見込み（普通会計）

１ 決算規模：歳入２兆２，４３９億円(1.1％増)、歳出２兆２,０１０億円(0.9％増)

歳入・歳出とも前年度より増加（４年ぶり）。

２ 決算収支

(1) 実質収支：１８９億円の黒字（⑲ 225億円の黒字）

４１市町すべてで黒字を確保。

(2) 実質単年度収支：３３億円の黒字（⑲ 23億円の赤字）

４１市町のうち２１市町で赤字（⑲ 26市町／41市町中)。（赤字団体が前年度より5団体減少）

３ 歳入

(1) 地方税

税源移譲の影響の平年度化等による市町村民税所得割の増加（59億円増）や、家屋の

新増築等による固定資産税の増加（59億円増）等により、地方税全体では４年連続で増

加（0.9％増、84億円増）。

(2) 地方交付税（臨財債含む）

収入面では市町村民税法人税割、地方消費税交付金等で減収があったこと、需要面で

は地方再生対策費の創設や後期高齢者医療制度の開始に伴う高齢者保健福祉費の増嵩

等により、５年ぶりに増加（2.9％増、99億円増）。

(3) 地方譲与税・交付金等

サブプライムローン問題に端を発した世界的な金融不安を背景に株式等譲渡所得割

交付金、配当割交付金が減少したこと等により、全体では3.1％減、35億円減。

→(1)・(2)・(3)により、一般財源総額は1.1％増、148億円増。

(4) 国庫・県支出金

国庫支出金は、補正予算による定額給付金給付事業費補助金、子育て応援特別手当交

付金、地域活性化・生活対策臨時交付金等により、8.3％増、194億円増。

県支出金は、事業の選択と集中による普通建設事業費支出金の減や、昨年度に比して

災害の被害が軽微であったことによる災害復旧事業費支出金の減等により2.3％減、21

億円減。

(5) 地方債（臨財債除く）

一般単独事業債の増等により、４年ぶりに増加（15.0％増、176億円増）。

４ 歳出

(1) 義務的経費

①人件費

退職金は増加（5.4％増、27億円増）しているものの、給料及び各種手当の見直し

や職員数の削減（△1,071人）による職員給の減により、人件費総額では９年連続で

減少（2.5％減、112億円減）。

＜ポイント＞
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②扶助費

生活保護費の増、障害者自立支援給付費等の増による社会福祉費の増により、扶助

費全体では3.1％増、107億円増。

③公債費

将来負担の軽減を図るため、公的資金補償金免除繰上償還をはじめとする高金利債

の繰上償還を実施したこと等により3.4％増、121億円増。

→上記①～③により義務的経費は４年ぶりに増加（1.0％増、116億円増）。

歳出合計に占める割合は、歳出規模の増加率を上回る義務的経費の増加により

52.1％となり、９年連続で過去最高※。

(2) 投資的経費

普通建設事業費の減（0.9％減、23億円減）、昨年度に比して災害による被害が軽微で

あったことによる災害復旧事業費の減（84.8％減、17億円減）もあり、１２年連続で減

少 (1.6％減、40億円減）。

→歳出合計に占める割合は、11.5％となり、１０年連続で過去最低※。

※現在と同様の歳出区分での統計を開始した昭和 35 年度以降

５ 財政指標等

(1) 経常収支比率：９４．９％ （⑲ 95.3％）

歳出では扶助費、補助費等の増加により経常経費充当一般財源が増加（＋49億円）し

たものの、歳入では固定資産税の増収等による経常経費充当一般財源の増を上回る経常

一般財源の増加（＋156億円）があったことから、県平均の比率は0.4ポイント改善し、

95％以上は4団体減少の12団体となった。

(2) 基金残高：３,３２２億円 （⑲末 3,241億円）

減債基金の積立（約215億円）等により３年連続で増加。

(3) 地方債残高：３兆１,１４４億円（⑲末 3兆2,289億円）

臨時財政対策債の増はあるものの、建設地方債の発行抑制や繰上償還の促進等によ

り、全体では3.5％の減（震災前の1.6倍程度）。

(4) 健全化判断比率

①実質赤字比率

実質赤字が生じる団体はなし。

②連結実質赤字比率

連結実質赤字が生じる団体はなし。

③実質公債費比率

県内市町平均は14.0％となり、昨年度に比して0.6％改善（18団体で比率が改善し

たが、21団体で悪化）。

また、香美町が26.6％で早期健全化基準25.0％を超過。

④将来負担比率

県内市町平均は149.2％であり、昨年度に比して6.1％改善（31団体で比率が改善したが、

10団体で悪化）。

また、早期健全化基準超過団体はなし。

(5) 資金不足比率

県内市町で経営健全化基準（20.0％）超過団体は、三木市の病院会計（23.6％）のみ。
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１ 決算の特徴

(1) 決算規模
歳入においては国庫支出金、地方債の増等、歳出においては扶助費、公債費の増等により、

決算規模は４年ぶりに増加している。
歳入決算規模：２兆２，４３９億円 （１．１％増、２４４億円増）
歳出決算規模：２兆２，０１０億円 （０．９％増、１８６億円増）

（歳入・歳出ともに４年ぶりに増加）

【決算規模の状況】
（単位：百万円、％）

（注）各欄毎に単位未満を四捨五入しているため、表内において合計が一致しない場合がある。(以下同じ。)

【決算規模の推移】

（注）平成7・17年度は、歳入・歳出とも、神戸市の阪神・淡路大震災復興基金への貸付金に係る償還費等を除いた額。
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（億円）

市町計（神戸市除き） 神戸市 県 計
(震災前) (震災後)

歳 入 歳 出

決 算 額 増減率 決 算 額 増減率 決 算 額 決 算 額

2,243,851 1.1 2,201,004 0.9 2,219,422 2,182,362

神戸市 737,731 △ 1.1 724,882 △ 1.8 746,090 738,002

都 市 1,394,330 2.5 1,367,428 2.5 1,360,045 1,334,494

町 111,790 △ 1.3 108,693 △ 1.1 113,287 109,865

県計（29市12町）

歳 入 歳 出

平 成 １９ 年 度平 成 ２０ 年 度年度

区分

3



【歳出決算規模】

① 増加率の高い団体 ② 減少率の高い団体
（単位：％） （単位：％）

(2) 決算収支の状況

【決算収支の状況】
実 質 収 支：１８９億円の黒字（平成１９年度：２２５億円の黒字）
実質単年度収支： ３３億円の黒字（平成１９年度： ２３億円の赤字）

（単位：百万円）

※ 平成19年度は、同年度末に解散し高砂市に編入された加古川市高砂市宝殿中学校組合の

の決算収支を含む。

△ 5.2

田園空間整備事業に係る普通建設事
業費の減（△1.7億円）
人件費の減（△1.6億円）

稲美町

観光交流センター建設事業の終了に
よる普通建設事業費の減（△4.3億
円）
温泉小学校改築事業の終了による普
通建設事業費の減（△1.8億円）

△ 5.0

高度情報通信網整備事業の終了によ
る普通建設事業費の減（△9.0億
円）

有線テレビ施設整備事業の終了によ
る普通建設事業費の減（△11.6億
円）

△ 9.9

老人福祉施設建設補助金の減による
普通建設事業費の減（△3.7億円）
中学校大規模改造・耐震補強事業に
係る普通建設事業費の減（△2.2億
円）

△ 7.7洲本市
防災公園整備事業の終了による普通
建設事業費の減（△19.1億円）

主な原因

佐用町

朝来市

団体名 増減率
（増減額）

加東市 △ 9.2

新温泉町 △ 10.712.5

11.9

7.7

宍粟市

アルカイック広場整備事業による積
立金、公債費の増（＋198.3億円）

中学校整備事業による普通建設事業
費の増（＋4.4億円）
地域振興基金への積立金の増（＋
11.0億円）

芦屋市

7.2

団体名 増減率
（増減額）

主な原因

庁舎整備事業による普通建設事業費
の増（＋18.1億円）

三田市

尼崎市

養父市

7.2

消防庁舎等の整備事業による普通建
設事業費の増（＋10.3億円）
繰上償還等による公債費の増（＋
50.0億円）

小中学校の建設事業者（立替施行
者）への繰上償還による普通建設事
業費の増（＋24.3億円）

上郡町 7.1
ＣＡＴＶ整備事業による普通建設事
業費の増（＋12.3億円）

区 分 ２０年度 １９年度

歳入総額 Ａ 2,243,851 2,219,561

歳出総額 Ｂ 2,201,004 2,182,488

形式収支 Ｃ＝(Ａ－Ｂ) 42,847 37,074

翌年度繰越財源 Ｄ 23,991 14,593

実質収支 Ｅ＝(Ｃ－Ｄ) 18,856 22,480

単年度収支 Ｆ △ 3,624 △ 3,161

財政調整基金積立金 Ｇ 8,848 9,589

繰上償還金 Ｈ 9,204 3,992

財政調整基金取崩額 Ｉ 11,170 12,729

実質単年度収支
(Ｆ＋Ｇ＋Ｈ－Ｉ)

3,258 △ 2,308

（＋40.4億円）

（＋205.0億円）

（＋14.0億円）

（＋28.4億円）

（＋16.1億円）

（＋6.1億円）

（△10.6億円）

（△13.8億円）

（△16.2億円）

（△18.2億円）

（△10.3億円）

（△4.4億円）

4



【実質収支の推移】

【実質単年度収支の推移】

【赤字団体数の推移】

実質収支は、前年度に引き続き４１団体全てで黒字が確保された。
実質単年度収支の赤字団体は、２１団体となり、前年度より５団体減少した。

※ 実質収支の（ ）は、合併に伴う打ち切り決算による形式上の赤字団体。
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0

20年度19年度

0

区 分 16年度 17年度

実質単年度収支 50/77団体中 22/41団体中

実 質 収 支 (8/77団体中) 0
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２ 歳入の状況

地方再生対策費の創設や高齢者保健福祉費の増等による地方交付税の増、固定資産税（家屋）
の増による地方税の増等により、一般財源は１４８億円の増（１．１％増）と、３年ぶりの増加
となっている。

また、国庫支出金については補正予算による定額給付金給付事業や子育て応援特別手当事業等
により、地方債については一般単独事業債の起債により増加となっている。

【歳入の内訳】
（単位：百万円、％）

※ 地方交付税には臨時財政対策債を含み、また、地方債は臨時財政対策債を除いた額（以下同じ）。

【一般財源の推移】

9,755

3,703 3,451

4,533 4,456 4,408 4,448 4,287 4,090 4,101

8,544 8,479
10,147 9,991 9,808 9,843 9,904 9,618

13,856

12,247 11,930

14,680 14,447 14,216 14,290 14,191
13,708

0

4,000

8,000

12,000

16,000

H5 H7 H12 H15 H16 H17 H18 H19 H20

（億円）

市町計（神戸市除き） 神戸市(震災前) (震災後) (ピーク)

増減額 ｃ 増減率
ａ 構成比 ｂ 構成比 ａ－ｂ ｃ÷ｂ×100

1 地方税 928,524 41.4 920,123 41.5 8,401 0.9 0.4

2 地方交付税 347,040 15.5 337,165 15.2 9,875 2.9 2.5

3 地方譲与税等 110,048 4.9 113,560 5.1 △ 3,512 △ 3.1 △4.9

4 国庫支出金 251,785 11.2 232,414 10.5 19,371 8.3 14.3

5 県支出金 91,696 4.1 93,815 4.2 △ 2,119 △ 2.3 △0.3

6 地方債 135,025 6.0 117,399 5.3 17,626 15.0 2.9

7 繰入金 52,767 2.4 55,137 2.5 △ 2,370 △ 4.3 －

8 その他 326,966 14.6 349,809 15.8 △ 22,843 △ 6.5 －

歳入合計 2,243,851 100.0 2,219,422 100.0 24,429 1.1 1.5

一般財源（1～3） 1,385,612 61.8 1,370,847 61.8 14,765 1.1 0.5

特定財源（4～8） 858,239 38.2 848,575 38.2 9,664 1.1 3.3

区 分
平成20年度 平成19年度 全国

（市町村）
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【歳入の構成比】

(1) 地方税

地方税は、４年連続で増加し０．９％増、８４億円増となり、９，２８５億円となった。
これは、市町村民税所得割が平成１９年度の税源移譲の平年度化等により１．９％増、
５９億円増となったこと、家屋の新増築等により固定資産税（家屋）が３．２％増、５２
億円増となったこと等による。

【地方税の内訳】
（単位：百万円、％）

※ 市町村民税の全国増減率は合計、個人分、法人分を記載。

【地方税の内訳の推移】
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（億円）

市町村民税 固定資産税 その他(震災前) (震災後) (ピーク)

歳入合計

一般財源
61.8%

地方税
41.4%

地方交付税
15.5%

県支出金
4.1%

その他
14.6%

地方譲与税等
4.9%

国庫支出金
11.2%

地方債
6.0%

繰入金
2.4%

特定財源
38.2%

2,243,851
百万円

増減額 ｃ 増減率
ａ 構成比 ｂ 構成比 ａ－ｂ ｃ÷ｂ×100

418,547 45.1 415,720 45.2 2,827 0.7 △ 0.8
所得割 322,120 34.7 316,208 34.4 5,912 1.9 2.1
法人税割 72,948 7.9 76,291 8.3 △ 3,343 △ 4.4 △ 8.7

388,941 41.9 383,061 41.6 5,880 1.5 1.7
土地 148,554 16.0 148,145 16.1 409 0.3 －
家屋 165,537 17.8 160,376 17.4 5,161 3.2 －
償却資産 70,971 7.6 70,220 7.6 751 1.1 －

121,036 13.0 121,342 13.2 △ 306 △ 0.3
事業所税 16,189 1.7 15,695 1.7 494 3.1
都市計画税 65,997 7.1 64,951 7.1 1,046 1.6 1.9

928,524 100.0 920,123 100.0 8,401 0.9 0.4

市町村民税

固定資産税

その他の税

計

区 分
平成20年度 平成19年度 全国

（市町村）
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(2) 地方交付税（臨時財政対策債含む）

臨時財政対策債を含む地方交付税は、５年ぶりに増加し、２．９％増、９９億円増の
３，４７０億円となった。

普通交付税は、平成２０年度地方財政計画における地方再生対策費の創設や後期高齢者
医療制度の開始に伴う高齢者保健福祉費の増等により４．９％増、１２６億円増の
２，６９１億円となった。

【地方交付税の内訳】
（単位：百万円、％）

【地方交付税の推移】

※ 平成14～20年度は、臨時財政対策債を含めた額。

(3) 地方譲与税・交付金等

個人住民税における住宅借入金等特別税額控除の実施に伴う地方公共団体の減収を補てん
する「減収補てん特例交付金」の創設による増はあるものの、サブプライムローン問題に端
を発した世界的な金融不安を背景に株式等譲渡所得割交付金、配当割交付金が落ち込んだた
め、全体では３．１％減、３５億円減の１，１００億円となった。

【地方譲与税・交付金等の内訳】
（単位：百万円、％）

1,930

2,927
3,233 2,984 2,830 2,631 2,409 2,503

440

682

1,441
1,529

1,442
1,397

1,146
962 967

1,634

2,074

2,611

4,368
4,762

4,426
4,227

3,777

3,372 3,470

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

H5 H7 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20

(億円)

市町計（神戸市除き） 神戸市
(震災後)(震災前)

平成20年度 平成19年度 増減額 ｃ 増減率

ａ ｂ ａ－ｂ ｃ÷ｂ×100

269,083 256,519 12,564 4.9 4.0

48,587 51,870 △ 3,283 △ 6.3 △ 6.3

317,670 308,389 9,281 3.0 2.6

29,370 28,776 594 2.1 1.3

347,040 337,165 9,875 2.9 2.5合 計

区 分 全国
（市町村）

普 通 交 付 税

特 別 交 付 税

臨時財政対策債

小 計

増減額 ｃ 増減率
ａ 構成比 ｂ 構成比 ａ－ｂ ｃ÷ｂ×100

110,048 100.0 113,560 100.0 △ 3,512 △ 3.1
20,513 18.6 21,034 18.5 △ 521 △ 2.5

各種交付金 77,466 70.4 86,538 76.2 △ 9,072 △ 10.5
利子割交付金 4,360 4.0 4,505 4.0 △ 145 △ 3.2
株式等譲渡所得割交付金 792 0.7 3,643 3.2 △ 2,851 △ 78.3
配当割交付金 2,305 2.1 5,413 4.8 △ 3,108 △ 57.4
地方消費税交付金 48,467 44.0 51,586 45.4 △ 3,119 △ 6.0

12,069 11.0 5,988 5.3 6,081 101.6

平成20年度 平成19年度

地方譲与税・交付金等

地方特例交付金等

地方譲与税

区 分
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(4) 国庫支出金・県支出金

国庫支出金は補正予算による定額給付金給付事業費補助金、子育て応援特別手当交付金、
地域活性化・生活対策臨時交付金等により、８．３％増、１９４億円増の２，５１８億円
となった。

県支出金は、事業の選択と集中による普通建設事業費支出金の減や、昨年度に比して台風・
豪雨等の被害が軽微であったことによる災害復旧事業費支出金の減により２．３％減、２１
億円減の９１７億円となった。

【国庫支出金、県支出金の内訳】
（単位：百万円、％）

(5) 地方債（臨時財政対策債除く）

臨時財政対策債を除く地方債発行額は前年度より増加し、１５．０％増、１７６億円増の
１，３５０億円となった。

また、減収補てん債（特例分）、退職手当債、災害復旧事業債等を除いた地方債発行額は
一般単独事業債の増等により２３．３％増、２４４億円増となった。

なお、地方債現在高は、建設地方債の発行抑制、繰上償還の促進等により、ピーク時の
平成１１年度４兆５０３億円から徐々に減少し、３兆１，１４４億円となっている。

団体別では昨年度より地方債現在高が増加した団体は５団体にとどまり、３６団体で減少
した。

【地方債の内訳】
（単位：百万円、％）

【地方債発行額の推移】

※ 平成15～20年度は、臨時財政対策債発行額を除いた額。

1,642

3,790
3,057

1,156 1,350 1,153 960 832 1,010

1,340

3,835

461 381 408 293 342 341

6,518

1,350

2,983

10,309
6,892

1,617 1,731 1,561 1,253 1,174

0

2,000

4,000

6,000

8,000

H5 H7 H8 H15 H16 H17 H18 H19 H20

（億円）

市町計（神戸市除き） 神戸市

10,000

(震災前) (震災後)

平成20年度 平成19年度 増減額 ｃ 増減率
ａ ｂ ａ－ｂ ｃ÷ｂ×100

251,785 232,414 19,371 8.3 14.3
普通建設事業費支出金 44,139 43,482 657 1.5 －
生活保護費負担金 103,343 101,440 1,903 1.9 －
災害復旧事業費支出金 39 368 △329 △89.4 －
その他支出金 104,264 87,124 17,140 19.7 －

91,696 93,815 △2,119 △2.3 △0.3
普通建設事業費支出金 5,214 6,296 △1,082 △17.2 －
災害復旧事業費支出金 198 1,121 △923 △82.3 －
その他支出金 86,284 86,398 △114 △0.1 －

区 分 全国
（市町村）

国庫支出金

県支出金

平成20年度 平成19年度 増減額 ｃ 増減率

ａ ｂ ａ－ｂ ｃ÷ｂ×100

A 135,025 117,399 17,626 15.0 2.9

うち減収補てん債特例分 B 1,730 2,735 △ 1,005 △ 36.7 108.0

うち退職手 当債 C 2,869 9,500 △ 6,631 △ 69.8 －

うち災害復旧事業債 D 26 182 △ 156 △ 85.7 －

全国
（市町村）

地 方 債

区 分
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【地方債残高の推移】

(6) 繰入金
繰入金は、償還財源としての減債基金の取り崩しやその他特定目的基金からの繰入れ

等により基金取り崩し額は増加したものの、企業会計からの繰入の減等により、全体で
４．３％減の５２８億円となった。

なお、基金残高は、減債基金の積み増し等により３年連続増となり、３，３２２億円
となった。しかし、震災前の平成５年度末（５，４００億円）の６割の水準にとどまっ
ている。

また、団体別では昨年度より基金残高が増加した団体が１９団体、減少した団体が２２団
体となった。

【繰入金（基金取崩額）の内訳】 （単位：百万円、％）

【基金残高の内訳の推移】

29,829

38,612
35,151 33,580

29,090 27,554 26,154 24,842

1,097

1,891
1,981

1,995

1,975 1,925
1,790 1,647

2,017 2,837

3,453 3,958
4,345 4,655

19,591

30,926

40,503 39,149 38,412
34,518 33,438

32,289 31,144

0

10,000

20,000

30,000

40,000

H5 H7 H11 H15 H16 H17 H18 H19 H20

（億円）

その他 減税補てん債 臨時財政対策債

1,216 1,126 1,080 1,169 1,139 1,083 1,113 1,105 1,104

1,168
834 914 824 732 531 583 566 668

3,016
2,934 2,554

1,736
1,512

1,458 1,501 1,569 1,550

4,894
4,548

3,729
3,384

3,072 3,196 3,241 3,322

5,400

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

Ｈ５ Ｈ７ Ｈ１１ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０

（億円）

財政調整基金 減債基金 その他特定目的基金

(震災後)(震災前) (ピーク)

(震災前) (震災後)

平成20年度 平成19年度 増減額 ｃ 増減率
ａ ｂ ａ-ｂ ｃ÷ｂ×100

52,767 55,137 △ 2,370 △ 4.3
38,257 34,202 4,055 11.9
11,170 12,729 △ 1,559 △ 12.2
11,670 9,206 2,464 26.8
15,417 12,267 3,150 25.7

区 分

繰入金

その他特定目的基金
減債基金
財政調整基金

基金取崩額
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３ 歳出の状況

義務的経費は、人件費が減少したものの扶助費・公債費の増により４年ぶりに増加（１．０％
増、１１６億円増）した。また、義務的経費の歳出合計に占める割合は５２．１％と、昨年度を
わずかに上回り９年連続で過去最高となった。

投資的経費は、普通建設事業費の減等により、１２年連続で減少（１．６％減、４０億円減）
し、投資的経費の歳出合計に占める割合は１１．５％となり、過去最低となった。

【歳出の内訳】
（単位：百万円、％）

【歳出の構成比】

歳出合計

人件費
19.5%

扶助費
16.2%

公債費
16.4%

単独事業費
6.5%

物件費
10.6%

補助費等
8.4%

繰出金
9.5%

その他
5.9%

義務的
経費
52.1%

投資的経費
11.5%

その他の経費
36.4%

補助事業費
4.5%

その他投資事業
0.5%

災害復旧費
0.0%

積立金
2.0%

2,201,004
百万円

増減額 ｃ 増減率

ａ 構成比 ｂ 構成比 ａ－ｂ ｃ÷ｂ×100

1,146,742 52.1 1,135,138 52.0 11,604 1.0 0.1

428,367 19.5 439,550 20.1 △ 11,183 △ 2.5 △2.7

356,462 16.2 345,732 15.8 10,730 3.1 3.7

361,913 16.4 349,856 16.0 12,057 3.4 △0.0

252,781 11.5 256,827 11.8 △ 4,046 △ 1.6 △2.6

252,470 11.5 254,785 11.7 △ 2,315 △ 0.9 △1.4

補助事業費 99,367 4.5 99,833 4.6 △ 466 △ 0.5 0.5

単独事業費 143,306 6.5 144,667 6.6 △ 1,361 △ 0.9 △2.0

311 0.0 2,041 0.1 △ 1,730 △ 84.8 △49.0

801,481 36.4 790,397 36.2 11,084 1.4 1.9

2,201,004 100.0 2,182,362 100.0 18,642 0.9 0.4

1,491,290 － 1,460,682 － 30,608 2.1 －

義務的経費

公債費

歳出充当一般財源等

その他経費

災害復旧事業費

内

訳

歳出合計

普通建設事業費

投資的経費

平成20年度 平成19年度 全国
（市町村）

人件費

扶助費

区 分

内

訳
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(1) 義務的経費
人件費の減（２．５％減、１１２億円減）、扶助費の増（３．１％増、１０７億円増）、

公債費の増（３．４％増、１２１億円増）により、義務的経費全体では４年ぶりに増加し、
１．０％増、１１６億円増の１兆１，４６７億円となった。

【義務的経費の内訳：県計】

※ （ ）内は義務的経費の歳出合計に占める割合。

※ 平成１７年度は、震災復興基金の償還費等を除いた額。

① 人件費

人件費は、退職金の増があるものの、給料及び各種手当の見直しや職員数の削減
（△１，０７１人）による職員給の減などにより、１１２億円減の４，２８４億円
となり９年連続で減少。

【人件費の内訳】
（単位：百万円、％）

【人件費の推移】

3,113 3,251 3,430 3,198 3,201 3,189 3,083 3,058 3,002

1,330 1,402 1,517
1,359 1,338 1,325 1,358 1,338 1,282

4,443
4,653 4,948

4,557 4,539 4,514 4,441 4,396 4,284

0

2,000

4,000

6,000

H5 H7 H11 H15 H16 H17 H18 H19 H20

億円

市町計（神戸市除き） 神戸市

4,443 4,653 4,948 4,557 4,539 4,514 4,441 4,396 4,284

1,847
2,175

2,708 2,972 3,210 3,261 3,302 3,457 3,565

2,573
2,409

3,943 4,139 4,237 4,127 3,666 3,499 3,6198,863 9,237

11,600 11,668
11,986 11,902

11,409 11,352 11,467

(36.5%) (26.0%) (46.8%) (48.8%) (49.9%) (49.9%) (51.8%) (52.0%) (52.1%)

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

H5 H7 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20

億円

人件費 扶助費 公債費

(震災前) (震災後) (ピーク)

(震災前) (震災後)

平成20年度 平成19年度 増減額 ｃ 増減率

ａ ｂ ａ－ｂ ｃ÷ｂ×100

428,367 439,550 △ 11,183 △ 2.5

職員給 290,209 301,923 △ 11,714 △ 3.9

退職金 52,128 49,469 2,659 5.4

区 分

人件費
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② 扶助費

障害者自立支援給付費等による社会福祉費の増、生活保護費の増により、扶助費全体で
３．１％増、１０７億円増の３，５６５億円となった。

【扶助費の内訳】
（単位：百万円、％）

【扶助費の推移】

③ 公債費

将来負担の軽減を図るため、公的資金補償金免除繰上償還をはじめとする高金利債など
の繰上償還を実施したこと等により、１２１億円増の３，６１９億円となった。

【公債費の内訳】
（単位：百万円、％）

【公債費の推移】

※ 平成１７年度は、震災復興基金の償還費等を除いた額。

1,133 1,298
1,655 1,833 1,982 2,019 2,047 2,165 2,237

713
876

1,053
1,139

1,228 1,242 1,255 1,292 1,327

1,847
2,175

2,708
2,972

3,210 3,261 3,302
3,457 3,565

0

1,000

2,000

3,000

4,000

H5 H7 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20

億円

市町計（神戸市除き） 神戸市

1,296 1,321
2,061 2,117 2,216 2,159 2,207 2,139 2,302

1,277 1,088

1,883 2,022 2,020 1,967
1,458 1,360 1,317

2,573
2,409

3,943
4,139 4,237 4,127

3,666 3,499 3,619

0

1,000

2,000

3,000

4,000

H5 H7 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20

億円

市町計（神戸市除き） 神戸市

(震災前) (震災後)

(震災前) (震災後)

平成20年度 平成19年度 増減額 ｃ 増減率

ａ ｂ ａ－ｂ ｃ÷ｂ×100

356,462 345,732 10,730 3.1

社会福祉費 66,950 58,778 8,172 13.9

老人福祉費 13,429 13,635 △ 206 △ 1.5

児童福祉費 125,089 125,609 △ 520 △ 0.4

生活保護費 138,697 135,450 3,247 2.4

災害救助費 27 11 16 145.5

区 分

扶助費

平成20年度 平成19年度 増減額 ｃ 増減率

ａ ｂ ａ－ｂ ｃ÷ｂ×100

公債費 361,913 349,856 12,057 3.4

区 分
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(2) 投資的経費

普通建設事業費の減（０．９％減、２３億円減）、災害復旧事業費の減（８４．８％減、
１７億円減）により、投資的経費全体では１２年連続で減少し１．６％減、４０億円減の
２，５２８億円となった。

【投資的経費の内訳】
（単位：百万円、％）

【投資的経費の推移】

※ （ ）内は投資的経費の歳出合計に占める割合。

【投資的経費の内訳：県計】

4,005 3,478 2,982 2,930 2,865 2,566 2,007 1,713 1,679

1,806
1,460

1,414 1,060 919 1,107

772 855 849

(22.8%) (20.1%) (18.1%) (16.7%) (15.8%) (15.4%) (12.6%) (11.8%) (11.5%)

5,811

4,938
4,396

3,990 3,784 3,673

2,779 2,568 2,528

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20

億円

市町計（神戸市除き） 神戸市

2,636
2,117 1,809 1,627

1,150 1,002 985 998 994

2,849

2,640
2,428

1,4331,4471,614
2,167

2,337
2,210 3

2087

400179
27

3

8

53

98103
93

104

118
126

156
172

273

2,5282,568
2,779

3,6733,784
3,990

4,396

4,938

5,811

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20

億円

普通建設（補助） 普通建設（単独） 災害復旧 その他

平成20年度 平成19年度 増減額 増減率

ａ ｂ ａ－ｂ ｃ÷ｂ×100

投資的経費 252,781 256,827 △ 4,046 △ 1.6

普通建設事業費 252,470 254,785 △ 2,315 △ 0.9

補助事業費 99,367 99,833 △ 466 △ 0.5

単独事業費 143,306 144,667 △ 1,361 △ 0.9

災害復旧事業費 311 2,041 △ 1,730 △ 84.8

補助事業費 233 1,384 △ 1,151 △ 83.2

単独事業費 78 657 △ 579 △ 88.1

区 分
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(3) その他経費

物件費は、委託料の減等により２．５％減、５９億円減の２，３３７億円となっている。
補助費等は、定額給付金事業等により２．７％増、４９億円増の１，８４７億円となって

いる。
積立金は、減債基金の積み増し等により２４．７％増、８５億円増の４３２億円となって

いる。
繰出金は、後期高齢者医療制度の創設等に伴い１．４％増、２８億円増の２，０８８億円

となっている。

【その他経費の内訳】
（単位：百万円、％）

【繰出金の推移】

742 707 688 676 646 577 513

453 497 481 466 455 493
427

240 274 300 335 351 363

34

444

356 379 417 440 449 463 485

184 193 224 269 193 164 185

2,0882,0602,0942,1862,110
2,050

1,975

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０

億円

その他

うち介護保険事業

うち後期高齢者医療事業

うち老人保健医療事業

うち国民健康保険事業

うち下水道事業

平成20年度 平成19年度 増減額 ｃ 増減率

ａ ｂ ａ－ｂ ｃ÷ｂ×100

233,747 239,687 △ 5,940 △ 2.5

17,608 17,322 286 1.7

184,707 179,844 4,863 2.7

43,208 34,659 8,549 24.7

財政調整基金 8,848 9,589 △ 741 △ 7.7

減債基金 21,478 7,129 14,349 201.3

その他特定目的基金 12,883 17,940 △ 5,057 △ 28.2

113,392 112,917 475 0.4

208,817 205,968 2,849 1.4

下水道事業会計 51,343 57,703 △ 6,360 △ 11.0

国民健康保険事業会計 42,650 49,280 △ 6,630 △ 13.5

老人保健医療事業会計 3,445 36,254 △ 32,809 △ 90.5

後期高齢者医療事業会計 44,375 － 44,375 皆増

介護保険事業会計 48,504 46,317 2,187 4.7

801,481 790,397 11,084 1.4

区 分

その他経費 計

物件費

維持補修費

補助費等

積立金

投資及び出資金・貸付金

繰出金
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４ 財政構造の状況

(1) 経常収支比率

経常収支比率の県内市町平均は９４．９％となり、前年度に比べ０．４ポイント改善した。
これは、歳出では扶助費、補助費等の増加により経常経費充当一般財源が増加（＋49億円）

したものの、歳入で固定資産税の増収等による経常経費充当一般財源の増加を上回る経常一般
財源の増加（＋156億円）があったことによる。

また、団体別では昨年度より改善した団体が２５団体、悪化した団体が１４団体となった。

【経常収支比率の推移】

【経常収支比率 段階別団体数の状況】

【比率の高い上位１０団体】

※ （ ）内の数値は、減収補てん債特例分及び臨時財政対策債を除いた場合の数値。

87.9

106.0

98.0 97.3

79.4

71.1

100.9
100.4

97.5
96.6

90.2 90.3

92.5 91.8 91.7
94.4 94.0

76.0

85.4

91.4 91.3

89.9

91.6 91.2

80.4

91.9
92.8

94.8
93.6 93.1

95.3
94.9

76.2

81.5

87.4
90.5

90.2

90.3 92.0
91.8

70.0

80.0

90.0

100.0

110.0

H5 H7 H15 H16 H17 H18 H19 H20

％

神戸市 都市 町 県平均 全国平均

［１９年度］

芦屋市 103.5
宝塚市 98.8
洲本市 98.4
三田市 98.3
宍粟市 98.2
神戸市 98.0
篠山市 97.7
淡路市 97.4
尼崎市 97.1
香美町 96.9

(震災前) (震災後)

［２０年度］

芦屋市 105.1
宝塚市 99.4
尼崎市 98.6
西宮市 98.2
三田市 98.1
伊丹市 97.9
神戸市 97.3
相生市 96.4
宍粟市 96.3
香美町 95.9

100％以上 (1) 1 (7) (1) 1 (9) (1) 1 (12) (1) 1 (14)

95％以上 100％未満 1 9 (14) 1 (6) 11 (20) 1 13 (14) 1 (6) 15 (20)

90％以上 95％未満 13 (6) 6 (4) 19 (10) 12 (1) 7 (5) 19 (6)

85％以上 90％未満 4 (1) 5 (1) 9 (2) 2 (1) 4 6 (1)

80％以上 85％未満 1 1

75％以上 80％未満

70％以上 75％未満

70％未満

計 1 (1) 28 (28) 12 (12) 41 (41) 1 (1) 28 (28) 12 (12) 41 (41)

平成２０年度

大都市 都市 町 合計

平成１９年度

大都市 都市 町 合計
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(2) 健全化判断比率（４指標）

① 健全化判断比率が早期健全化基準以上である団体名

※財政再生基準以上の団体はなし。

② 県内市町の概況
●実質赤字比率

早期健全化基準以上の団体はなく、実質赤字額は全ての市町でなし。

●連結実質赤字比率
早期健全化基準以上の団体はなく、連結実質赤字額は全ての市町でなし。

【主な会計の状況（団体数）】

【上記の公営事業会計で赤字又は資金不足が生じている団体】
神戸市、西宮市、西脇市、三木市、高砂市、川西市、
伊丹市
神戸市
淡路市

●実質公債費比率
県内市町平均（３ヶ年平均）は１４．０％となり、昨年度に比して２団体多い

１５団体が１８．０％以上（地方債許可団体）となった。
地方債の新規発行抑制や、既発債の繰上償還等に伴い公債費が減少していること

などにより、１８団体で数値の改善が見られた一方で、合併特例債等の償還が増加
している合併団体を中心に２１団体で数値が悪化した。

※早期健全化基準２５．０％超過団体：１団体（香美町）

【段階別団体数の状況】

※新たに18.0％以上となった団体：洲本市、多可町（計２団体）

下 水 道 （ 1 団 体 ） ：

国民健康保険（7団体）：

病 院 （ 6 団 体 ） ：

交 通 （ 1 団 体 ） ：

市 場 （ 1 団 体 ） ：

洲本市、芦屋市、伊丹市、宝塚市、高砂市、南あわじ市、香美町

病院 市場 交通 下水道（公共）
国民健康保険

事業会計
計

赤字又は資金不足会計

／
全会計

0/41 6/24 1/9 1/5 1/38 7/41 0/41 0/41

団体数／会計 一般会計等

公営事業会計

連結

大都市 都 市 町 合 計 大都市 都 市 町 合 計 大都市 都 市 町 合 計

25％以上 1 1 1 1 0 0 0

18％以上25％未満 11 3 14 10 2 12 0 1 1 2

18％未満 1 17 8 26 1 18 9 28 △ 1 △ 1 △ 2

計 1 28 12 41 1 28 12 41 0 0 0 0

増 減平成１９年度平成２０年度

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

香美町

26.6％
－ － －
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【20年度決算での実質公債費比率が18.0％以上の団体】

●将来負担比率
県内市町平均は、１４９．２％となり、早期健全化基準超過団体はなかった。
地方債の新規発行抑制や、既発債の繰上償還等に伴い地方債残高が減少している

ことなどにより、３１団体で数値の改善が見られた一方で、公営企業会計への繰出
金が増加したことなどにより１０団体で悪化した。

【段階別団体数の状況】

(3) 資金不足比率
県内市町で経営健全化基準（20.0％）を超過する団体は、三木市の病院事業会計

（23.6％）のみとなった。
なお、平成19年度に経営健全化基準を超過していた西宮市、高砂市、香美町の各

病院事業会計、伊丹市の市場会計は、公立病院特例債（※）の活用や市からの長期
貸付等により、平成20年度は20％未満となった。
※公立病院特例債：

病院事業において、19年度末の資金不足比率が10％以上の団体を対象とし、医師
不足等により16～19年度に発生した資金不足を長期債務に振り替え、その計画的な
解消を図ることができるよう、20年度に限り発行が認められたもの。

大都市 都 市 町 合 計 大都市 都 市 町 合 計 大都市 都 市 町 合 計

350％以上 0 1 1 △ 1 △ 1

250％以上350％未満 2 1 3 2 1 3 0 0 0

150％以上250％未満 1 13 5 19 1 12 5 18 0 1 0 1

50％以上150％未満 11 4 15 11 4 15 0 0 0

50％未満 2 2 4 2 2 4 0 0 0

計 1 28 12 41 1 28 12 41 0 0 0 0

増 減平成２０年度 平成１９年度

A B C＝A－B

洲本市 18.7 17.2 1.5

芦屋市 19.9 20.0 ▲ 0.1

豊岡市 19.0 18.2 0.8

加西市 20.8 20.8 0.0

篠山市 21.7 19.5 2.2

養父市 23.4 22.5 0.9

南あわじ市 20.6 19.9 0.7

朝来市 20.0 19.7 0.3

淡路市 23.5 24.0 ▲ 0.5

宍粟市 19.3 19.0 0.3

加東市 19.8 19.4 0.4

多可町 18.2 16.7 1.5

神河町 22.8 22.2 0.6

香美町 26.6 27.4 ▲ 0.8

新温泉町 18.8 18.3 0.5

１８％以上

の団体数
15 13 2

団体名

20年度決算

（H18～20

平均）

19年度決算

（H17～19

平均）

対前年度

増 減
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質

赤
字
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率

、
連

結
実

質
赤

字
比

率
に

つ
い

て
、

赤
字

が
生

じ
な

い
団

体
は

「
－

」
で

表
示

。

注
２

将
来

負
担

比
率

に
つ

い
て

、
公

債
費

充
当

可
能

財
源

等
が

将
来

負
担

額
を

上
回

る
た

め
比

率
が

算
定

さ
れ

な
い

団
体

は
、

「
－

」
で

表
示

。

（
下

段
括

弧
書

き
で

、
公

債
費

充
当

可
能

財
源

等
の

超
過

率
を

参
考

表
示
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注
３

平
均

は
、

加
重

平
均

に
よ

る
。

市
平
均

伊
丹

市

芦
屋

市

洲
本

市

加
西

市

加
東

市

朝
来

市

太
子

町

福
崎

町

播
磨

町

市
平
均
(
神
戸
市
除
)

町
平
均

県
平
均

県
平
均
(
神
戸
市
除
)

淡
路

市

南
あ

わ
じ

市

神
戸

市

高
砂

市

三
木

市

宝
塚

市

西
脇

市

赤
穂

市

相
生

市

加
古

川
市

尼
崎

市

丹
波

市

豊
岡

市

西
宮

市

新
温

泉
町

香
美

町

佐
用

町

上
郡

町

神
河

町

市
川

町

稲
美

町

猪
名

川
町

多
可

町

た
つ

の
市

宍
粟

市市
町

名

三
田

市

小
野

市

川
西

市

養
父

市

篠
山

市

姫
路

市

明
石

市

対
前

年
度

将
来

負
担

比
率 対

前
年

度
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質

赤
字
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率

（
参

考
）
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期
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参

考
）

早
期
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準
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実
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赤
字

比
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【
参
考
】
平

成
20
年
度
決
算
主
要
指
標

（
普
通
会
計
）

市
町
別

一
覧
表

（
単

位
：

百
万

円
、

％
）

団
体

名
歳

入
総

額
歳

出
総

額
実

質
収

支
実

質
単

年
基

金
残

高
地

方
債

経
常

収
支

比
率

標
準

財
政

規
模

度
収

支
現

在
高

（
臨

時
財

政
対

策
債

発
行

可
能

額
含

む
）
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市
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△
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1
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△
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,3

90
5.
2

81
5

1,
21
2,

55
8

△
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△
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△
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△
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△
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.9

94
.4

53
,1

88
5
西

宮
市

15
1,

30
1

1.
8

14
9,

87
1

3.
4

92
8

△
84
0

17
,9

37
11

.7
9,

46
9

18
8,

90
1

△
6.
4

98
.2

96
.9

96
,0

95
6
洲

本
市

22
,2
32

△
6.
7

21
,7
72

△
7.
7

43
0

72
6

2,
26
9

23
.2

1,
21
3

43
,4

85
△

3.
8

94
.8

98
.4

13
,4

84
7
芦

屋
市

43
,1
18

6.
7

42
,5
47

7.
2

18
1

1,
07
4

17
,6

71
△

20
.3

7,
05
5

85
,6

98
△

11
.6

10
5.

1
10
3.

5
23
,3

89
8
伊

丹
市

57
,6
43

△
3.
0

57
,0
55

△
2.
7

39
3

59
5,

20
5

△
1.
9

3,
35
5

64
,1

25
△

3.
0

97
.9

96
.5

37
,0

19
9
相

生
市

12
,3
30

△
0.
1

11
,9
53

0.
1

31
6

△
4

3,
07
2

△
5.
6

1,
45
5

15
,3

58
△

7.
8

96
.4

96
.2

8,
27
8

1
0
豊

岡
市

44
,8
90

△
2.
4

44
,0
19

△
2.
8

68
0

13
2

12
,5

99
1.
4

3,
66
5

63
,9

97
△

3.
8

91
.1

92
.3

27
,7

54
1
1
加

古
川

市
73
,2
81

△
1.
3

72
,6
47

△
1.
5

38
3

△
5

11
,6

19
△

13
.5

4,
39
4

81
,6

07
△

2.
6

92
.0

93
.2

46
,2

68
1
2
赤

穂
市

17
,8
37

△
4.
1

17
,6
72

△
4.
3

13
9

△
10
0

1,
79
0

△
4.
2

42
2

24
,8

47
△

6.
6

91
.4

94
.5

11
,8

02
1
3
西

脇
市

17
,6
75

△
1.
7

17
,4
61

△
1.
4

15
5

△
20
8

4,
39
4

△
5.
5

2,
44
9

14
,8

79
△

2.
8

94
.8

94
.1

10
,9

27
1
4
宝

塚
市

64
,3
21

△
1.
4

63
,4
83

△
1.
2

14
7

8
10
,8

22
△

1.
1

4,
23
5

82
,6

45
△

3.
0

99
.4

98
.8

41
,0

84
1
5
三

木
市

29
,8
87

0.
7

29
,6
57

0.
4

94
68
3

7,
37
5

3.
2

3,
22
9

34
,6

23
△

6.
1

93
.2

94
.9

18
,6

19
1
6
高

砂
市

30
,6
75

3.
0

30
,0
62

3.
0

51
0

△
66
4

2,
53
2

△
21

.3
2,

21
0

26
,9

70
△

5.
4

93
.1

91
.1

19
,7

19
1
7
川

西
市

43
,2
21

0.
3

42
,9
85

0.
4

15
5

△
83

3,
15
3

△
27

.1
45
8

53
,0

44
△

1.
4

95
.1

95
.8

27
,8

23
1
8
小

野
市

18
,4
41

4.
8

18
,2
00

5.
0

19
5

△
25
4

7,
63
3

△
3.
2

3,
18
2

14
,4

39
△

3.
6

92
.4

92
.4

10
,9

82
1
9
三

田
市

37
,0
64

13
.3

36
,3
62

12
.5

57
0

△
76
4

16
,8

42
△

1.
8

4,
54
4

45
,6

66
△

1.
6

98
.1

98
.3

21
,8

39
2
0
加

西
市

18
,0
70

△
2.
9

17
,8
89

△
3.
1

14
8

△
32
0

2,
18
5

△
14

.9
92
9

16
,5

28
△

7.
9

93
.5

96
.5

11
,5

80
2
1
篠

山
市

22
,1
57

△
1.
8

21
,6
19

△
2.
5

50
7

66
6

7,
13
7

8.
3

2,
87
6

44
,4

14
△

7.
9

95
.6

97
.7

16
,0

09
2
2
養

父
市

20
,3
01

7.
7

19
,6
61

7.
7

47
1

40
2

3,
39
2

9.
6

1,
29
1

31
,6

60
△

7.
4

88
.7

94
.1

12
,6

92
2
3
丹

波
市

34
,2
15

0.
4

32
,4
75

△
0.
3

1,
03
0

1,
07
8

13
,3

42
0.
1

6,
02
0

40
,8

38
△

4.
7

89
.7

89
.7

22
,3

88
2
4
南

あ
わ

じ
市

26
,0
89

△
3.
1

25
,3
17

△
4.
3

54
2

26
7

5,
09
5

7.
1

81
4

43
,9

66
△

3.
6

88
.3

91
.7

15
,6

44
2
5
朝

来
市

19
,1
64

△
4.
3

18
,6
67

△
5.
2

41
7

32
7

8,
85
4

1.
8

4,
50
5

32
,3

53
△

4.
9

92
.9

94
.6

12
,5

31
2
6
淡

路
市

27
,6
28

△
0.
1

27
,0
53

△
0.
4

49
1,

21
1

3,
01
2

△
6.
6

1,
11
2

56
,2

99
△

6.
9

92
.3

97
.4

17
,4

46
2
7
宍

粟
市

24
,2
91

7.
4

23
,7
77

7.
2

43
7

28
5

5,
12
7

0.
4

1,
59
6

33
,4

78
2.
4

96
.3

98
.2

14
,6

65
2
8
加

東
市

16
,6
45

△
9.
7

16
,0
28

△
9.
2

55
4

△
17
6

6,
09
9

17
.9

3,
23
2

17
,2

76
△

3.
4

93
.5

95
.1

11
,2

24
2
9
た

つ
の

市
32
,5
85

1.
2

31
,8
30

△
0.
3

43
0

80
5

9,
52
3

9.
8

3,
34
4

39
,3

15
△

1.
0

89
.8

91
.8

20
,4

23
3
0
猪

名
川

町
8,

83
2

△
2.
7

8,
56
7

△
3.
3

23
5

32
3

4,
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8
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1
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8
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0
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9
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.5
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2

3
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可
町
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△
1.
0
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,8
81

△
0.
9
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2

△
42
2

5,
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1

△
4.
2
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2
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,5

45
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8
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.5
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7,
40
1

3
2
稲

美
町

8,
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9

△
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0

8,
41
8

△
5.
0

22
2

20
2

1,
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0

4.
8

1,
13
1

8,
08
4

△
3.
3

85
.9

89
.1

6,
34
4

3
3
播

磨
町

9,
28
3

2.
1

8,
31
2

△
2.
0

87
3

△
38
7

6,
55
6

△
1.
6

4,
82
9

8,
96
6

△
3.
1

94
.1

90
.1

6,
46
1

3
4
市

川
町

5,
13
9

0.
1

5,
04
6

0.
5

91
△

69
73
1

△
11

.7
55
4

7,
64
7

△
7.
5

91
.1

90
.8

3,
74
6

3
5
福

崎
町

6,
97
3

6.
3

6,
82
2

6.
6

12
8

△
71

1,
15
0

△
6.
8

67
8

9,
58
7

△
1.
5

88
.9

86
.0

4,
75
6

3
6
神

河
町

8,
24
2

2.
5

8,
11
4

6.
4

86
12
2

1,
48
3

△
8.
2

39
2

11
,1

61
△

5.
0

93
.2

94
.5

5,
15
1

3
7
太

子
町

8,
57
9

4.
0

8,
41
5

4.
9

13
5

△
54

1,
86
0

2.
0

97
1

8,
88
1

△
5.
2

87
.3

89
.5

6,
40
7

3
8
上

郡
町

9,
47
1

2.
6

9,
22
2

7.
1

20
9

△
1,

01
5

26
7

△
80

.1
24
5

11
,2

42
2.
7

92
.5

91
.4

4,
78
8

3
9
佐

用
町

12
,5
39

△
9.
9

12
,4
64

△
9.
9

43
18
1

7,
61
1

5.
5

2,
67
1

18
,5

92
△

3.
7

87
.7

90
.8

8,
49
1

4
0
香

美
町

12
,8
63

1.
7

12
,5
83

2.
8

18
3

△
11
1

74
0

△
17

.1
46
4

20
,9

69
△

7.
9

95
.9

96
.9

8,
40
5

4
1
新

温
泉

町
8,

98
8

△
9.
8

8,
85
0

△
10
.7

33
△

39
89
3

1.
5

44
1

15
,1

80
△

4.
5

94
.1

94
.2

6,
16
5

市
計
(神

戸
市

含
)

2,
13
2,

06
1

1.
2
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■ 用語集

１ 財政収支の均衡をみる指標

項 目 算 定 式 説 明

形式収支 歳入決算額－歳出決算額 現金主義の建前に立って、当該年度中に収入
された現金（前年度からの繰越金を含む。）と
支出された現金との差額を示した指標

実質収支 形式収支－翌年度に繰り越すべき財源 発生主義の要素を加味して、当該年度に属す
べき収入と支出との実質的な差額、いわば地方
公共団体の純剰余又は純損失を示した指標

単年度収支 当該年度実質収支－前年度実質収支 前年度の実質収支を除外した当該年度のみの
実質的な収入と支出との差額を示した指標

実質単年度収支 単年度収支＋財政調整基金積立額＋起債繰上償還額
（任意に行ったもの）－財政調整基金取崩額

単年度収支から、実質的な黒字要素（基金積
立、繰上償還）及び赤字要素（基金取崩）を考
慮した実質的な単年度収支を示した指標

２ 財政構造の弾力性をみる指標

項 目 算 定 式 説 明

経常収支比率 経常経費充当一般財源
経常一般財源等

経常経費：人件費、扶助費、公債費等
経常一般財源：地方税、普通交付税、

地方譲与税 等
※ 公営企業会計における「経常収支比率」と

※ Ｈ１３以降においては、経常一般財源に、減税補 は定義が異なる。
てん債及び臨時財政対策債の発行額を加えて算出す
る（Ｈ１９以降減税ほてん債に替えて減収ほてん債
特例分を加えて算出）。

３ その他

項 目

普通会計

一般会計

標準財政規模

経常的経費に経常一般財源がどの程度充てら
れているかを示した比率で、比率が小さいほ
ど、臨時の財政需要に充当できる経常一般財源
（経常余剰財源）が大きくなり、財政構造が弾
力的であるといえる。

説 明

個々の地方公共団体ごとに各会計の範囲が異なっている等のため、財政比較や統一的な掌握が困難で
ある。このため地方財政統計上統一的に用いられている会計区分。

一般会計と、特別会計のうち公営事業会計に属するもの以外の会計を合算した会計区分をいう。

※ 公営事業会計… 公営企業（水道、病院、交通など）、国民健康保険事業、介護保険事業、老人保
健医療事業、収益事業（競馬、競艇、宝くじなど）、農業共済事業など独立採算を
原則とする事業の会計

地方公共団体の行政運営の基本的な経費を網羅して計上した会計で、地方公共団体の会計の中心をな
すもの。特別会計で計上される以外のすべての経費を一般会計で処理しなければならない。

※ 特別会計… 一般会計に対し、特定の歳入歳出を一般の歳入歳出と区別して別個に処理するための
会計。

特定の事業を行う場合その他特定の歳入をもって特定の歳出に充て一般の歳入歳出と
区分して経理する必要がある場合において、条例で設置することができる。（地方自治
法第２０９条第２項）

地方公共団体の一般財源の標準的規模を示したもので、通常水準の行政活動を行ううえで必要な一般
財源の総量

地方道路譲与税 地方道路譲与税

特別とん譲与税 特別とん譲与税

基準財政収入額 － 自動車重量譲与税 × ＋ 自動車重量譲与税 ＋普通交付税額＋臨時財政対策債発行可能額

航空機燃料譲与税 航空機燃料譲与税

石油ガス譲与税 石油ガス譲与税

市町村民税所得割におけ
る税源移譲相当額の25％

×１００

100
75

交通安全対策特別交付金

児童手当特例交付金

交通安全対策特別交付金

地方道路譲与税減収補
てん臨時交付金

児童手当特例交付金

地方道路譲与税減収補
てん臨時交付金
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４ その他（つづき）

項 目

臨時財政対策債 地方財政対策において、地方財源の不足に対処するため、従来の交付税特別会計借入金による方式に
代えて、平成１３年度より地方財政法第５条の特例となる地方債として発行されるもの。（平成２１年
度まで）

なお、臨時財政対策債（又は臨時財政対策債発行可能額）は、通常の地方債とは異なり、各指標（経
常収支比率、実質公債費比率等）の算定において一般財源として取り扱う。

説 明

この臨時財政対策債の元利償還金は、翌年度以降の地方交付税の算定において基準財政需要額に全額
算入される。

Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５～Ｈ１８ Ｈ１９～Ｈ２０

国税５税分 国税５税分 国税５税分

国税５税分

地方交付 国税５税分

税総額

一般会計
特例加算

（1/4）

その他

特会借入
国負担分

（1/2）

臨時財政対策債
（1/4）

（3/8）
（1/2）

特会借入
地方負担分

（1/2）

一般会計
特例加算

（1/2）特会借入（地方負担分）

（1/8）

特会借入（国負担分）

（1/8）

その他

そ の 他
そ の 他

そ の 他

一般会計
特例加算

（3/8）

特会借入
国負担分

（1/4）

特会借入
地方負担分

（1/4）

臨時財政
対策債
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《地方公共団体の財政の健全化に関する法律の概要》

○ 基 準

「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」では、全団体が、（１）実質赤字比率、

（２）連結実質赤字比率、（３）実質公債費比率、（４）将来負担比率の４つの健全化判

断比率を算定・公表することとされ、その１つでも別表１「早期健全化基準（α値）」、

「財政再生基準（β値）」を上回った場合は、それぞれ「財政健全化計画」、「財政再生計

画」の策定が義務付けられ、早期に財政状況を是正することが求められる。

また、公営企業についても、資金不足比率を算定・公表することとされ、その比率が

別表２「経営健全化基準（γ値）」を上回った公営企業は、「経営健全化計画」の策定が

義務付けられる。

健全化判断比率等は、平成 19 年度決算から算定・公表され、平成 20 年度決算から基準

以上となった団体に対する計画策定の義務付けが適用される。

（別表１）

早期健全化基準（α値） 財政再生基準（β値）

実質赤字比率 標準財政規模に応じて
11.25～15.0％

20.0％

連結実質赤字比率 標準財政規模に応じて
16.25～20.0％

30.0％

20、21 年度は 40.0％
22 年度は 35.0％

実質公債費比率 25.0％ 35.0％

将来負担比率 350.0％ ―

（別表２）

経営健全化基準（γ値）

資金不足比率 20.0％

○ 各指標の算式

・一般会計等の実質赤字額：
一般会計及び特別会計のうち普通会計に相当する会計における実質赤字の額

・実質赤字の額 ＝ 繰上充用額 ＋ （支払繰延額＋事業繰越額）

・実質連結赤字額：イとロの合計額がハとニの合計額を超える場合の当該超える額
イ 一般会計及び公営企業（地方公営企業法適用企業・非適用企業）以外の特別会計のうち、実質

赤字を生じた会計の実質赤字の合計額
ロ 公営企業の特別会計のうち、資金の不足額を生じた会計の資金の不足額の合計額
ハ 一般会計及び公営企業以外の特別会計のうち、実質黒字を生じた会計の実質黒字の合計額
ニ 公営企業の特別会計のうち、資金の剰余額を生じた会計の資金の剰余額の合計額

一般会計等の実質赤字額

標準財政規模
実質赤字比率＝

連結実質赤字額

標準財政規模
連結実質赤字比率＝

23



・準元利償還金：イからホまでの合計額

イ 満期一括償還地方債について、償還期間を３０年とする元金均等年賦償還とした場合における

１年当たりの元金償還金相当額

ロ 一般会計等から一般会計等以外の特別会計への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充て

たと認められるもの

ハ 組合等への負担金・補助金のうち、組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められ

るもの

ニ 債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの

ホ 一時借入金の利子

・将来負担額：イからチまでの合計額

イ 一般会計等の当該年度の前年度末における地方債現在高
ロ 債務負担行為に基づく支出予定額（地方財政法第５条各号の経費等に係るもの）
ハ 一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に充てる一般会計等からの負担等見込額
ニ 当該団体が加入する組合等の地方債の元金償還に充てる当該団体からの負担等見込額
ホ 退職手当支給予定額（全職員に対する期末要支給額）のうち、一般会計等の負担見込額
ヘ 地方公共団体が設立した一定の法人の負債の額、その者のために債務を負担している場合の当

該債務の額のうち、当該法人等の財務・経営状況を勘案した一般会計等の負担見込額
ト 連結実質赤字額
チ 組合等の連結実質赤字額相当額のうち一般会計等の負担見込額

・充当可能基金額：イからヘまでの償還額等に充てることができる地方自治法第 241 条の基金

資本の不足額：一般会計等の実質赤字に相当するものとして、公営企業会計ごとに算定した額。

なお、施設の耐用年数と企業債償還年限の違いから発生する赤字等については、資金の
不足額から一定控除されることとなっています。

事業の規模 ：料金収入など主たる経営活動から生じる収益等に相当する額。

（地方債の元利償還金＋準元利償還金）－

（特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

実質公債費比率

（３ヵ年平均）
＝

将来負担額－（充当可能基金額＋特定財源見込額＋地方債現在高等に係る

基準財政需要額算入見込額）

標準財政規模－（元金償還金・準元金償還金に係る基準財政需要額算入額）

将来負担比率＝

資金不足の額

事業の規模
資金不足比率＝
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